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議案第３号「平成２６年度三重県一般会計予算」（教育委員会関係） 
 
 
１ 予算編成にあたっての基本的な考え方 

社会経済のグローバル化や少子高齢化が進展する中、変化の激しい時代に生きる子ど

もたちには、基礎的な学力に加え、さまざまな課題に対して、自ら考え判断し主体的に

対応していく力や、周囲と共に支えあい、新しい社会を創造していく力が求められてい

ます。また、こうした力の育成に加え、いじめや体罰の防止、児童生徒の安全・安心の

確保など、学校だけでは対応が困難となっている課題の解決に向けて、学校の組織力を

高めるとともに、家庭や地域と一体となって取り組む必要があります。 
このような認識のもと、平成２６年度は、次の６項目について重点的に取り組むこと

とし、予算編成にあたりました。 
 

(1) 学力の向上 

  平成２４年度からスタートした「みえの学力向上県民運動」について、平成２６年

度は、学校・家庭・地域が一体となって一層の展開を図ります。 

  学校において着実に学力の向上を図る体制を構築するとともに、子どもたちが「学

ぶ喜び」、「わかる楽しさ」を実感できるよう、教職員の授業力の向上と地域の教育力

を活用した取組の充実を図ります。 

 

(2) グローバル人材の育成 

グローバル三重教育プランに基づき、子どもたちが、自らの考えを発信し課題解決

に向けて取り組む機会の充実を図るとともに、小学校段階からの英語教育の充実や英

語使用環境の創出等の取組を進めることにより、将来のグローバルリーダーとして主

体的に行動する力の育成や英語コミュニケーション力の向上を図ります。 
 

(3) 特別支援教育の充実 

早期からの一貫した教育支援体制や特別支援学校の施設の整備を図るなど、障がい

のある子どもたちの自立と社会参画に向けた取組を進めるとともに、今後の三重県に

おける特別支援教育のあり方を示す「三重県特別支援教育総合推進計画（仮称）」を策

定します。 
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(4) 安心して学ぶことができる環境づくり 

いじめや暴力行為等の学校現場における課題を解消するため、スクールカウンセラ

ー等を学校へ効果的に配置・派遣するとともに、子どもたち自らの危険予測・回避能

力を高める取組や、学校における防災教育・防災対策の強化、教育費の負担軽減の取

組により、子どもたちが安心して学べる環境づくりを推進します。 
 
(5) 子どもの体力向上 

子どもたちの運動習慣、食習慣、生活習慣の改善を総合的に推進するとともに、平

成 30年度全国高等学校総合体育大会の開催準備を進めることにより、学校における体

育･スポーツ活動を普及・振興し、生涯にわたって運動に親しむ資質や能力を育成しま

す。 
 
(6) 三重の文化財を世界へ 

県指定文化財となった海女漁技術、世界遺産登録１０周年を迎える「紀伊山地の霊

場と参詣道」を世界に誇る三重の文化財として記録・発信し、将来に向けた保護・継

承を図ります。 
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歳 出

（単位：千円）

平成25年度

当 初

平成26年度

当 初
増減額 増減率

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ

平成２６年度 一般会計当初予算【教育委員会関係】

款 項

小 学 校 費

中 学 校 費

14,979,549

57,738,394

32,590,113

合 計

教 育 費 教育総務費

高等学校費

社会教育費

保健体育費

特別支援
学校費

11,287,169

989,696

36,199,620

498,794

154,283,335

22,696,937

12,508,292

1,053,122

473,652

160,213,779

▲ 5.0% 

7,717,388 51.5% 

56,301,092 ▲ 1,437,302 

32,068,068

35,112,616

▲ 522,045 

▲ 1,087,004 

3.8% 

1,221,123 

63,426 

▲ 25,142 

5,930,444 

▲ 2.5% 

▲ 1.6% 

▲ 3.0% 

10.8% 

6.4% 

別 表 １ 
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（単位：千円）

事            項 期 間 限度額

高等学校等就学支援金 平成２７年度 395,048

教職員人事管理システム保守委託に係る契
約

平成２７年度 3,357

こども心身発達医療センター（仮称）に併設
する特別支援学校整備事業（建築関連工
事）に係る契約

平成２７年度 16,420

県立学校における情報教育用パソコンの
リースに係る契約

平成２７年度～平成３１年度 15,744

平成２６年度一般会計当初予算（教育委員会関係） 債務負担行為 

別 表 ２ 
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２ 主な重点項目 
 
 
(1)  学力の向上 

① (一部新)みえの学力向上県民運動推進事業【新しい豊かさ協創１】    4,697千円 

子どもたちの学力向上に向けた取組方策について、様々な視点から幅広く議論す

るため、「みえの学力向上県民運動推進会議」を開催するとともに、地域で開催さ

れる研修会等に推進会議委員を講師として派遣するなど、市町等の取組に対する支

援を行います。また、さらなる県民運動の周知・啓発と充実を図るため、「フォロ

ーアップイベント」等を開催します。 

さらに、「まなびのコーディネーター」が、地域の教育力を活用し、子どもたち

の学びを地域で支える「みえの学び場」づくりを推進します。 

 

② (一部新)「確かな学力」を育む総合支援事業【新しい豊かさ協創１】  29,397千円 

全国学力・学習状況調査を活用し、学力の定着と向上を図る取組を充実させるため、

学習内容の定着状況を把握する「三重県到達度テスト（仮称）」を新たに作成し、その

活用を図るとともに、各学校の授業改善の取組を支援するための研修会を開催します。

また、実践推進校には、少人数指導を支援するための非常勤講師の配置や、学力向上

アドバイザー（５名）の派遣等により、授業改善にかかる指導体制の充実を図ります。

さらに、「科学の甲子園ジュニア」三重県予選の実施を通じ、科学技術に対する関心を

高めます。 

 

③ (新)学力向上のための高校生ビブリオバトル推進事業 

【新しい豊かさ協創１】  1,214千円 

ビブリオバトル（書評合戦）を活用した読書活動の推進を行うことで、高校生が、

自分の考えを自分の言葉で表現することや、他者の考えへの理解を深めることをとお

して、思考力・判断力・表現力等の育成を図ります。 

 

④ 少人数教育推進事業【新しい豊かさ協創１】              1,313,985千円 

国の制度による小学校１年生の 35 人学級編制のもと、本県独自の取組である小

学校１、２年生での 30人学級（下限 25人）及び中学校１年生での 35人学級（下

限 25 人、実情に応じて２年生あるいは３年生に弾力的に振替可）を継続するとと

もに、国の定数を活用し、引き続き小学校２年生の 36 人以上学級の解消を図りま

す。 

また、小中学校において、少人数授業などを実施するための教員配置（小学校：

定数40人、非常勤185人、中学校：定数12人、非常勤50人）を継続し、各学校の実

情に応じた学力向上の取組を支援するなど、きめ細かな教育を推進します。 

 

⑤ (一部新)教職員の授業力向上推進事業 【新しい豊かさ協創１】      16,138千円 

教職員個々の専門性やスキルを向上させるとともに、経験年数の異なる教職員が相
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互に学び合う継続的な授業研究を実施し、教職員の授業力の向上を図ります。また、

授業研究を中心とした校内研修の活性化など学校の組織力向上に向け、中核的な人材

の育成に取り組みます。さらに、若手教員個々の教育課題に応じた複数年にわたる学

びの機会を設定することで、実践的指導力の向上を図ります。 

 

⑥ (新)土曜日等の教育活動推進事業【新しい豊かさ協創１】           4,211千円 

土曜日の授業を推進するため、効果的なカリキュラムの開発、外部人材等の活用を

支援するとともに、その成果の普及を図ります。また、土曜日等に、大学生や教員経

験者、地域住民等がその知識・技能を活用して教育支援を行うことにより、地域にお

ける学習やスポーツ、体験活動などの様々な活動を実施します。 

 

⑦ (一部新)地域による学力向上支援事業【新しい豊かさ協創１】        13,029千円 

大学生や教員経験者等地域住民の知識・技能を活用して、子どもの学力向上を図る

市町の取組を支援し、地域住民等による学校を支援する体制づくりを推進します。 

また、学校と地域住民等をつなぐコーディネーター等への研修や、事業成果の共有

と普及を図るための成果報告会等を実施します。 

 

(2)  グローバル人材の育成 

① (新)高校生グローバル教育推進事業【新しい豊かさ協創１】        49,729千円 

グローバルな視野に立って自らの考えや意見を適切に伝え、日本人・三重県人とし

てのアイデンティティーを持ちながら、異なる文化・伝統に立脚する人々と共生でき

る能力や態度を身につけた人づくりを行うため、高等学校において、大学・産業界と

連携したテーマ別ワークショップ等の実施、留学促進、英語キャンプの開催、ＩＣＴ

機器を活用した双方向授業の研究などの取組を進めます。 

 

② (新)小学校における英語コミュニケーション力向上事業  

【新しい豊かさ協創１】  10,414千円 

子どもたちの英語コミュニケーション能力を効果的に育成するために、小学校にお

ける発達段階に応じた英語指導モデルの構築と普及・啓発を行います。また、県オリ

ジナルの英語教材を作成し、小学生が授業内外で英語に慣れ親しむことができる環境

を創出します。 

 

③ (新)グローバル教育教職員研修推進事業【新しい豊かさ協創１】       5,023千円 

中学校・高等学校英語教員の英語指導力や、小学校外国語活動担当教員の外国語活

動指導力を向上させるとともに、児童生徒の課題解決力・コミュニケーション力を育

成する指導を進めるため、教職員の実践的指導力にかかる研修を実施します。 

 

④ 「志」と「匠」の育成推進事業【新しい豊かさ協創１】           15,405千円 

高等学校における理数教育、英語教育、職業教育の充実を図るため、指定校におい
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て、大学・企業と連携した各種セミナーの開催や科学オリンピック大会の開催、コミ

ュニケーションを重視した英語教育に関する指導方法の工夫改善、高度な技術習得や

資格取得に向けた指導法の開発等に取り組むとともに、小中高等学校の連携教育モデ

ルの作成に取り組みます。 

 

⑤ 「ふるさと三重」郷土教育推進事業                    5,583千円 

豊かな心や郷土への愛着と誇りを持ち、三重県について自信をもって発信できる

児童生徒の育成をめざし、教材「三重の文化」、「ふるさと三重かるた」及び「郷

土の文化財」を中心とした取組を進めます。   

また、教材「三重の文化」が、授業においてより一層活用されるようにするため、

「三重県 心のノート」や「ふるさと三重かるた」の活用促進とも合わせた取組を

市町教育委員会と連携して進めます。 

 

(3)  特別支援教育の充実 

① 早期からの一貫した教育支援体制整備事業【緊急課題解決６】        22,796千円 

発達障がいを含むすべての障がいのある幼児児童生徒の一貫した支援のため、パー

ソナルカルテ推進強化市町として11市町を指定し、支援体制の充実を図るとともに、

高等学校において発達障がい支援員（５名）の巡回相談等を行い、校内体制の整備を

進めます。また、特別支援教育連続講座（シードプロジェクト）を実施し、教員の専

門性の向上を図ります。 

    

② 特別支援学校就労推進事業【緊急課題解決６】               18,147千円 

企業経験豊かな外部人材として、キャリア教育マネージャー（１名）及びキャリア

教育サポーター（６名）を配置し、生徒の可能性や強みを企業に提示する提案型の職

場開拓を行うとともに、関係部局、企業、ＮＰＯ等との連携を進めます。また、特別

支援学校において組織的・系統的なキャリア教育を推進するため、職業に係るコース

制導入の拡大や、生徒本人の適性と職種のマッチングの促進、企業等と連携した技能

検定を実施します。 

 

③ (一部新)特別支援学校教育内容充実事業                    1,535千円 

「三重県特別支援教育総合推進計画（仮称）」の策定及び「県立特別支援学校整備第

二次実施計画（改定）」に基づく整備を円滑に進めるため、市町等関係機関との情報共

有や連携を図ります。また、三重県こども心身発達医療センター（仮称）に併設する

特別支援学校においてセンター的機能が発揮できるよう教育内容の充実について検討

を進めます。 

 

④ 特別支援学校施設建築事業【緊急課題解決１】【緊急課題解決６】 1,495,942千円 

くわな特別支援学校及び杉の子特別支援学校石薬師分校の校舎の増築、特別支援学

校東紀州くろしお学園（本校）の統合整備、松阪地域特別支援学校（仮称）及び三重

県こども心身発達医療センター（仮称）に併設する特別支援学校の整備や、既存施設
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の老朽化対策など教育環境向上のための整備等を進めます。 

 

(4)  安心して学ぶことができる環境づくり 

① スクールカウンセラー等活用事業                    221,626千円 

スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーを、小・中・高等学校に配

置及び派遣し、学校の相談体制の充実と関係機関との一層の連携を図ることにより、

生徒指導上の問題解決のための取組を進めます。（当事業によるスクールカウンセラ

ー配置校：小学校 275校、中学校 144校、高等学校 36校）（スクールソーシャルワー

カー：7名） 

 

② 学びの環境づくり支援事業【新しい豊かさ協創１】         25,724千円 

いじめや不登校等の課題を解決し、子どもたちの学びを保障するための環境づくり

を推進していくため、中学校区を単位として重点的に取り組む地域（15中学校区）に

スクールカウンセラーを配置し、教育相談体制の充実・活性化を図ります。(当事業

によるスクールカウンセラー配置校：小学校 45校、中学校 15校) 

 

③ 学びを保障するネットワークづくり事業【新しい豊かさ協創１】     10,425千円 

教育的に不利な環境のもとにある子どもの自尊感情や学習意欲の向上を図るため、

いじめなどの背景にある課題を解決し、未然に防止するための地域連携の仕組みとし

て「子ども支援ネットワーク」を構築します。（モデル中学校区：10校区） 

また、「子ども支援ネットワーク」構築の要となる「子ども支援ネットワークづくり」

推進教員を、実践的場面や研修会・交流会等をとおして育成します。 

 

④ (一部新)学校安全推進事業                     5,338千円 

通学路安全対策アドバイザーを対策が遅れている地域・学校に派遣し、通学路の

安全対策の指導助言や交通安全教育への支援を行います。 

また、高等学校における実践的な防犯教育の取組や、小中学校における地域安全

マップづくりの取組により、児童生徒の危険予測、回避能力を高めます。 

 

⑤ (新)スマートフォンの危険から子どもを守る事業              4,672千円 

スマートフォンに関する教職員向けの指導資料や、児童生徒の理解度を測るため

の「ネット検定」を作成し、情報モラルやリスクを回避する能力の育成に生かしま

す。 

また、ネットの検索・監視等や、保護者を対象としたネット啓発講座を引き続き

実施し、学校・家庭・地域が協働して子どもを見守る体制の構築を図ります。 

 

⑥ 学校防災推進事業【緊急課題解決１】                             22,126千円 

大規模地震等の自然災害に備え、学校における平常時の防災教育・防災対策の充実

を図るとともに、災害時に児童生徒の安全確保のための迅速かつ的確な対応が可能と
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なるよう、平成 24年度及び 25年度に養成した学校防災リーダーのスキルアップを図

ります。 

また、学校における防災タウンウォッチングや防災マップづくりなどの体験型防災

学習の支援、宮城県との交流事業の実施など、防災教育の充実を図るとともに、保護

者、地域住民等との合同の避難訓練や防災学習の支援を行い、学校・家庭・地域の連

携による防災対策を促進します。防災ノートについては、ノートを活用した教育がよ

り効果的に実施されるよう、種類や内容、指導方法の充実を図ります。 

 

⑦ 校舎その他建築事業【緊急課題解決１】                   955,120千円                         

県立高等学校の施設について、専門家の点検結果を踏まえた非構造部材の耐震対策、

老朽化対策など教育環境向上のための整備等を進めます。 

 

⑧ (新)高校生等教育費負担軽減事業                  1,315,929千円 

高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を適正に行うため、一定の要件を

満たす世帯に属する生徒に対し、授業料に充てるための高等学校等就学支援金の支給

を行うとともに、授業料以外の教育費負担を軽減するため、低所得者世帯の生徒等に

対し、奨学のための給付金を支給します。また、高等学校等を中途退学した者が再び

高等学校で学び直す際、継続して授業料相当額を支給します。 

 

 (5)  子どもの体力向上 

① (新)平成 30年度全国高等学校総合体育大会開催準備事業       14,315千円 

平成 30年度全国高等学校総合体育大会の開催準備を、県が主体となってより円滑か

つ効果的に進めるため、東海４県、県内市町をはじめとする多様な主体と協働・連携

しながら、全県的な取組となるよう気運の醸成を図ります。 

また、県外のトップコーチやトップチーム等を招聘し、平成 30年度の大会で主力と

なる中学生の競技力向上と指導者の育成を図るとともに、大会に出場する選手が持て

る力を十分に発揮できるよう、活動環境の整っていない高校部活動について練習に必

要な環境を整えます。 

 

② 子どもの体力向上総合推進事業                        11,563千円 

体力向上推進アドバイザーが県内の小学校を訪問し、新体力テストの継続実施と

体力向上に向けた指導・助言を行うとともに、高校生等が体力向上サポーターとし

て小学生の運動を支援するなどにより、子どもの運動習慣、生活習慣、食習慣を総

合的に形成する学校の取組を推進します。 

また、学識経験者、医師、保護者、学校関係者等からなる「子どもの体力向上推

進会議」を開催し、子どもの体力向上と生活習慣改善に向けた取組を推進します。 

さらに、県民への啓発イベントとして、「みえ子どもの元気アップフェスティバル」 

を開催し、子どもの体力向上に向けた県全体の気運を高めます。 
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(6)  三重の文化財を世界へ 

① (新)世界に誇る三重の文化財記録事業                              5,580千円 

    県指定文化財となった鳥羽・志摩の海女漁技術について、保護・継承を図るとと

もに、ユネスコ無形文化遺産登録も視野に入れた映像資料を作成します。 

    また、世界遺産登録１０周年を迎える「紀伊山地の霊場と参詣道」については、

その魅力や保護の必要性を伝えるため、記念セミナーを開催するとともに、学校教

育での利用も目指した電子ブックを製作します。 

 

 

 

３ 事業の見直し 

 

 事業本数 事 業 費 
廃   止     ９本 ▲３４３，７２３千円 
リフォーム     ６本 ▲６８，２２７千円 
休   止     －本               － 千円 
合 計     １５本 ▲４１１，９５０千円 
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歳出補正予算の主なもの
（単位：千円）

補正前の額 補正額 補正後の額 内 容

教育総務費

事務局人件費 2,418,787 ▲ 16,179 2,402,608 人件費の再算定による減額

教職員退職手当 14,923,698 749,656 15,673,354 退職手当の再算定による増額

高等学校等進学支援事業
費

529,129 ▲ 116,064 413,065 奨学金貸与見込額の精査等
による減額

小学校費

小学校人件費 54,359,762 ▲ 66,426 54,293,336 人件費の再算定による減額

中学校費

中学校人件費 30,612,205 ▲ 20,125 30,592,080 人件費の再算定による減額

中学校報酬等 728,580 ▲ 18,517 710,063 人件費の再算定による減額

高等学校費

高等学校人件費 28,642,116 ▲ 31,594 28,610,522 人件費の再算定による減額

高等学校報酬等 1,441,037 ▲ 69,431 1,371,606 人件費の再算定による減額

学校施設法定点検事業費 34,203 ▲ 20,994 13,209 契約額の確定による減額

校舎その他建築費 1,546,217 ▲ 235,399 1,310,818 契約額の確定等による減額

特別支援学校費

特別支援学校人件費 8,825,728 ▲ 14,803 8,810,925 人件費の再算定による減額

特別支援学校報酬等 343,937 ▲ 23,123 320,814 人件費の再算定による減額

特別支援学校施設建築費 595,531 ▲ 90,129 505,402 契約額の確定等による減額

社会教育費

活かそう守ろう“みえ”の文
化財事業費

111,105 ▲ 9,000 102,105 所要見込額の精査による減額

保健体育費

運動部活動支援事業費 126,414 ▲ 17,890 108,524 所要見込額の精査による減額

事 業 名
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議案第７５号「三重県立高等学校条例の一部を改正する条例案」 

 
１ 概要 

  公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関

する法律の一部改正に鑑み、授業料に関する規定を整備するとともに、三重

県税外収入通則条例の一部改正に伴い、並びに県立高等学校の配置及び規模

の適正化を図るため、規定を整備する。 
 
２ 主な改正内容 

（１）県立高等学校の授業料を不徴収とする規定を廃止するとともに、授業料

の額についての規定を改正する。 
（２）就学支援金支給資格認定の審査に要する日程等を考慮し、授業料の納付

日についての規定を改正する。 
（３）三重県立神戸高等学校定時制課程及び三重県立亀山高等学校定時制課程

を削除するとともに、経過措置を規定する。 
 
○ 参考  就学支援金支給の流れ（文部科学省資料より抜粋） 

 
・新制度では、国公立私立問わず、高校等の授業料の支援として「市町村民税所得割額」

が 30万 4200 円（年収 910万円程度）未満の世帯（※）に就学支援金が支給されます。 

・「就学支援金」を受け取るには、課税証明書（市町村民税所得割額が記載されたもの）と

申請書を提出いただくことが必要です。 

 

※ 市町村民税所得割額は、保護者（親権者）の合算により判断します。また、年収は保護

者のうちどちらか一方が働き、高校生１人(16歳以上）、中学生１人の４人世帯の目安で

す。 
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３ 授業料の額 

（１）全日制の課程            【参考】 
区   分 授  業  料  無償化前の授業料（H22.3） 

単位制によらない

課程 
年額 
１１８，８００円 

 単位制によらない

課程 
年額 
１１８，８００円 

単位制による課程 
１ 既卒者、卒業を

認定されなか

った者、聴講生 

 
一単位  

４，０９２円 

 単位制による課程 
１ 卒業を認定さ

れなかった者

及び聴講生 

 
一単位  
４，０９０円 

２ １以外の者 年額 
１１８，８００円 

 ２ １以外の者 年額 
１１８，８００円 

  
（２）定時制の課程      【参考】 

区   分 授  業  料  無償化前の授業料（H22.3） 
単位制によらない

課程 
１ 聴講生 

 
一単位  
 １，７０４円 

 単位制によらない

課程 
１ 聴講生 

 
一単位  
 １，７００円 

２ １以外の者 年額  
３２，４００円 

 ２ １以外の者 年額  
３２，４００円 

単位制による課程 
１ 既卒者、卒業を

認定されなか

った者及び聴

講生 

 
一単位 
 １，７０４円 

 単位制による課程 
１ 科目履修生 

 
一単位 
 １，７００円 

２ １以外の者 年額 
 ３２，４００円 

 ２ １以外の者 一単位 
 １，７００円 

 
（３）通信制の課程      【参考】 

区   分 授  業  料  無償化前の授業料（H22.3） 
通信制の課程 一単位  

３２４円 
 通信制の課程 一単位  

３２０円 
    
（４）専攻科の課程            【参考】 

区   分 授  業  料  現行の授業料 
専攻科の課程 年額 

１１８，８００円 
 専攻科の課程 年額 

１１８，８００円 
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５ 神戸高等学校定時制課程及び亀山高等学校定時制課程の廃止 

 
 神戸高等学校定時制課程及び亀山高等学校定時制課程の 
飯野高等学校定時制課程への年次移行の状況 

学校名 学年 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

神戸高等学校

定時制課程 

4年生 ○ ○ ○ ○ 

25年度末

廃止 

3年生 ○ ○ ○  

2年生 ○ ○   

1年生 ○    

亀山高等学校

定時制課程 

4年生 ○ ○ ○ ○ 

3年生 ○ ○ ○  

2年生 ○ ○   

1年生 ○    

 

飯野高等学校

定時制課程 

4年生 

23年度 

新設 

   ○ 

3年生   ○ ○ 

2年生  ○ ○ ○ 

1年生 ○ ○ ○ ○ 

 
※神戸高等学校定時制課程及び亀山高等学校定時制課程を統合し、飯野高等

学校定時制課程を平成 23 年度新設。（神戸高等学校定時制課程及び亀山高

等学校定時制課程は平成 23年度募集停止） 

 

   

６ 経過措置 

（１）条例の施行の日前から引き続き高等学校に在学している者に係る施行日

以後の当該高等学校に係る授業料の徴収については、なお従前の例による。 
 
（２）条例の施行日の前日において三重県立神戸高等学校定時制課程及び三重

県立亀山高等学校定時制課程に在学している者は、施行日に三重県立飯野

高等学校定時制課程に在学しているものとする。 
 
 
７ 施行日 

  平成２６年４月 1 日 
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議案第７６号「三重県総合博物館条例の一部を改正する条例案」 
 
 
１ 改正の理由 

  消費税法等の一部改正に伴い、三重県総合博物館の施設等の利用に係

る料金の額を改定するとともに、三重県税外収入通則条例の一部改正等

に伴い、規定を整備します。  
 

２ 改正内容 

（１）三重県総合博物館条例（平成２５年三重県条例第６４号）の一部を次

のように改正します。 

 
第十九条 

改正案  現行  
この条例に定めるもののほか、

三重県公債権の徴収に関する条例
（昭和三十九年三重県条例第十三
号）に定める事項については、そ
の定めるところによる。 

こ の 条 例 に 定 め る も の の ほ
か、三重県税外収入通則条例（昭
和 三 十 九 年 三 重 県 条 例 第 十 三
号）に定める事項については、
その定めるところによる。 

 
 

附則 

改正案  現行  

（施行期日） 

１ この条例は、平成二十六年五

月十八日までの間において規則で

定める日から施行する。ただし、

附則第三項の規定は、公布の日か

ら、附則第四項の規定は同年四月

一日から施行する。 

 

２・３(略) 

 

（観覧料の納付の特例） 

４ 平成二十六年四月一日から附

則第一項本文に規定する規則で

定める日の前日までの間におい

て、知事は、別表第二に規定す

る観覧料であって企画展示及び

特別企画展示に係るものに限

り、第十二条の規定の例により

納付させることができる。  

（施行期日） 

１ この条例は、平成二十六年五

月十八日までの間において規則

で定める日から施行する。ただ

し、附則第三項の規定は、公布

の日から施行する。 

 

 

２・３（略）  
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施設等の利用に係る料金の改定 

 
区 分 観  覧  料  

 
基本展示 企画展示

及び特別
企画展示 

年間パスポー
ト券による観

覧 
個人  団体  

小 学 生 、 中 学
生、高校生及び
こ れ ら に 準 ず
る者 

 

― 
 

― 

展示等を
行うのに
要する費
用を勘案
してその
都度知事 
が定める
額 

 

― 

大 学 生 及 び こ
れに準ずる者 

３００円 ２４０円 
１，０２０円 
（1,000 円） 

一般 
５１０円 
（500 円） 

４００円 
１，６４０円 
（1,600 円） 

 

 

 区 分 使   用   料 

博物館資料  
一回につき、一点５，１４０円以下の範囲内に

おいて知事が定める額  （5,000 円） 

交流展示室  
一時間につき１，９４０円 

      （1,890 円） 

レクチャールーム 
一時間につき１，７２０円 

      （1、680 円） 

   

     （   ）内は現行料金 

 

 

３ 施行期日 

   三重県総合博物館条例の施行日（一部公布の日）から施行します。 
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議案第７７号「斎宮歴史博物館条例の一部を改正する条例案」 

 
１ 改正の理由 

  消費税法等の一部改正に伴い、斎宮歴史博物館の施設等の利用に

係る料金の額を改定するとともに、三重県税外収入通則条例の一部

改正に伴い、規定を整理します。 

 

２ 改正内容 

斎宮歴史博物館条例（平成元年三重県条例第６号）の一部を次の

ように改正します。 
 

第十一条 
改正案  現行  

第七条の規定により特別観覧をし
ようとする者は、一点一回につき、
３，０８０円の範囲内で知事が定
める額の特別観覧料を納付しなけ
ればならない。 

第七条の規定により特別観覧を
しようとする者は、一点一回につ
き、３，０００円の範囲内で知事
が定める額の特別観覧料を納付
しなければならない。 

 
第十四条 

改正案  現行  
こ の 条 例 に 定 め る も の の ほ

か、三重県公債権の徴収に関す
る条例（昭和三十九年三重県条
例第十三号）に定める事項につ
いては、その定めるところによ
る。 

 

この条例に定めるもののほ
か、 三重県税外収入通則条例
（昭和三十九年三重県条例第
十三号）に定める事項について
は、その定めるところによる。 

 

 
 
施設等の利用に係る料金の改定 

 
  （   ）内は現行料金  
 
 

区分 

観 覧 料 
常設展  特別展、企画展そ

の他特別な催物  個人  団体（二〇人以上） 

小学生、中学生、高
校生及びこれらに準
ずる者 

             展 示 等 を 行 う
の に 要 す る 費
用を勘案して、
そ の 都 度 知 事
が定める額  

大学生及びこれに準
ずる者 

２２０円  １８０円  

一般 
３４０円  

（330 円）  
２６０円  
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  （    ）内は現行料金 
 
 

３ 施行期日 

   平成２６年４月１日から施行します。 

 

施設等の名
称 

使 用 料 
九時から十二時
まで 

十三時から十七
時まで  

九時から十七時
まで  

特別展示室 
５，２３０円 
（5,090 円） 

６，２８０円 
（6,110 円）  

１０，４８０円  
（10,190 円） 

講堂 
５，２３０円 
（5,090 円） 

６，２８０円 
（6,110 円）  

１０，４８０円  
（10,190 円） 

研修室 
１，５６０円 
（1,520 円） 

２，０８０円 
（2,030 円） 

３，１３０円 
（3,050 円）  

設備、機械等 
一点又は一式につき、３，１３０円の範囲において知事
が定める。      （3,050 円）  
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議案第７８号「三重県立美術館条例の一部を改正する条例案」 

 

１ 改正の理由 

  消費税法等の一部改正に伴い、三重県立美術館の施設等の利用に

係る料金の額を改定するとともに、三重県税外収入通則条例の一部

改正に伴い、規定を整理します。 

 

２ 改正内容 

（１）三重県立美術館条例（昭和５７年三重県条例第６２号）の一部を 

  次のように改正します。 

 
第十五条  

改正案  現行  
この条例に定めるもののほか、

三重県公債権の徴収に関する条例
（昭和三十九年三重県条例第十三
号）に定める事項については、そ
の定めるところによる。 

 

この条例に定めるもののほか、
三重県税外収入通則条例 （昭和
三十九年三重県条例第十三号）に
定める事項については、その定め
るところによる。 
 

 

施設等の利用に係る料金の改定 

施  

設  

名  

使用区分  

使  用  料  

午前九時から
正午まで  

午後一時から
午後五時まで  

午前九時から
午後五時まで  

県
民
ギ
ャ
ラ
リ
― 

全部使
用（四
三〇平
方メー
トル）  

観覧料又は入
場料を徴収し
ない場合  

９，７２０円  

（ 9,450 円）  

１２，９６０円  

（ 12,600 円）  

２１，６００円  

（ 21,000 円）  
観覧料又は入
場料を徴収す
る場合  

１４，５８０円  

（ 14,170 円）  

１９，４４０円  

（ 18,900 円）  

３２，４００円  

（ 31,500 円）  

部分使
用（二
五三平
方メー
トル）  

観覧料又は入
場料を徴収し
ない場合  

７，０２０円  

（ 6,820 円）  

９，１８０円  

（ 8,920 円）  

１５，６６０円  

（ 15,220 円）  
観覧料又は入
場料を徴収す
る場合  

１０，５３０円  

（ 10,230 円）  

１３，７７０円  

（ 13,380 円）  

２３，４９０円  

（ 22,830 円）  

部分使
用（一
七七平
方メー
トル）  

観覧料又は入
場料を徴収し
ない場合  

４，８６０円  

（ 4,720 円）  

６，４８０円  

（ 6,300 円）  

１０，８００円  

（ 10,500 円）  

観覧料又は入
場料を徴収す
る場合  

７，２９０円  

（ 7,080 円）  

９．７２０円  

（ 9,450 円）  

１６，２００円  

（ 15,750 円）  

講 

堂 

全部使
用（二
四〇平
方メー
トル）  

観覧料又は入
場料を徴収し
ない場合  

１０，２６０円  

（ 9,970 円）  

１３，５００円  

（ 13,120 円）  

２２，１４０円  

（ 21,520 円）  
観覧料又は入
場料を徴収す
る場合  

１５，３９０円  

（ 14,960 円）  

２０，２５０円  

（ 19,680 円）  

３３，２１０円  

（ 32,280 円）  
         （      ）内は現行料金 
 
３ 施行期日 
   平成２６年４月１日から施行します。 
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議案第８４号 

「三重県立鈴鹿青少年センター条例の一部を改正する条例案」 
 
 
１ 改正理由  

   消費税法等の一部改正による消費税率引上げに伴い、三重県立鈴鹿

青少年センターの施設等の利用にかかる料金の改定を行うものです。 
  

２ 改正内容  

（１）宿泊室を利用する場合の利用料金  

区分 改正案 現行 

県内に住所を

有する者 

 

小学生及び 

中学生並びに 

これらに準ずる者 

１人１日につき 

５１０円 

１人１日につき 

５００円 

高校生及びこれ 

に準ずる者 

１人１日につき 

９２０円 

１人１日につき 

９００円 

その他の者 １人１日につき 

１，５４０円 

１人１日につき 

１，５００円 

県内に住所を

有しない者 

 

小学生及び 

中学生並びに 

これらに準ずる者 

１人１日につき 

１，０３０円 

１人１日につき 

１，０００円 

高校生及びこれ 

に準ずる者 

１人１日につき 

１，８５０円 

１人１日につき 

１，８００円 

その他の者 １人１日につき 

３，０８０円 

１人１日につき 

３，０００円 

 
（２）施設を利用する場合の利用料金  

区分  改正案  現行  

総合研修館 １時間あたり 

１，８５０円 

１時間あたり 

１，８００円 

大研修室 １時間あたり 

１，１１０円 

１時間あたり 

１，０８０円 
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オリエンテーション室 １時間あたり 

１，１１０円 

１時間あたり 

１，０８０円 

研修室 １時間あたり 

７３０円 

１時間あたり 

７１０円 

文化室 １時間あたり 

７３０円 

１時間あたり 

７１０円 

創作室 １時間あたり 

７３０円 

１時間あたり 

７１０円 

 
 
（３）設備等を利用する場合の利用料金  

区分  改正案  現行  

設備及び器具１点又は一式に

つき 

６，４８０円 ６，３００円 

 
 
３ 施行期日等 

   平成２６年４月１日（ただし、指定管理者が定める利用料金の承認

（条例第１７条第２項）に関し必要な手続きは、当該利用料金の変更

の理由が消費税法等の一部改正によるものであるときに限り、公布の

日から行うことができる。） 
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議案第８５号 

「三重県立熊野少年自然の家条例の一部を改正する条例案」 
 

 

１ 改正理由 

消費税法等の一部改正による消費税率引上げに伴い、三重県立熊野

少年自然の家の施設等の利用に係る料金の改定を行うものです。  

 

２ 改正内容 

（１）宿泊室を利用する場合の利用料金（１人１日につき）  
改  正  案  現   行  

区   分  利用料金  区   分  利用料金  

児童生徒等  ２７０円  児童生徒等  ２６０円  

その他の者  ７５０円  その他の者  ７３０円  
   

 
（２）施設を利用する場合の利用料金（１時間あたり）  

区   分  改  正  案  現   行  

体育館  ３２０円  ３１０円  

研修室  １７０円  １６０円  
  

 
（３）設備等を利用する場合の利用料金     

区分  改  正  案  現   行  

設備及び器具１点又は

一式につき  
１，０８０円  １，０５０円  

 

 

３ 施行期日等 

   平成２６年４月１日（ただし、指定管理者が定める利用料金の承認

（条例第１８条第２項）に関し必要な手続きは、当該利用料金の変更

の理由が消費税法等の一部改正によるものであるときに限り、公布の

日から行うことができる。） 
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